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Ⅰ　はじめに

　年齢を重ねて高齢期に入ると，身体機能や認知機能
が低下し，食事，着替えなどの基本的な活動や，買い
物，料理，掃除など家庭内におけるさまざまな活動に
ついて，他者からの日常的な手助けを必要とする状況
が誰しも生じうる。加齢にともなう高齢者のさまざま
なニーズに対応するためのサポート（身の回りの世話
や自立した生活を送るための支援，痛みの軽減，健康
状態の管理など）は，一般に長期ケア（LTC：Long 
term care）と呼ばれ，日本では「介護」や「長期療
養」などと訳される 1）。
　OECD 諸国では，人口の高齢化にともない長期ケ
アに対する需要が今後も大きく増加し，2023 年から
2033 年の 10 年間にかけて，フォーマルケアの介護労
働者の数は約 3 割増加（OECD 平均）することが見
込まれている。そのため，長期ケアを提供する労働力
の確保は，多くの国で重要な政策課題であるが，これ
らの仕事に携わる労働者の賃金は一般に低く，他の職
種と比べて，怪我や不安症などさまざまな健康リスク
が高い傾向を持つ（OECD 2023）。
　長期ケアに対する人々のニーズは，今後さらに高ま
ることが見込まれており，有償か無償かを問わず，ケ
ア提供者の生活の質（ワークライフバランスやウェル
ビーイング）の改善に向けて，幅広い観点から検討が
行われる必要がある。本稿では，上記の問題意識を踏
まえ，OECD の国際統計をもとに，主に介護従事者
の就労環境の特徴と課題について論じる。また，ケア
労働の提供者のウェルビーイングの水準やその要因を
分析した代表的な先行研究をとりあげ，政策対応のあ
り方について考察する。

Ⅱ　介護労働者の国際比較

　2023 年 に 刊 行 さ れ た OECD の 報 告 書（Beyond 

Applause? Improving Working Conditions in Long-
Term Care）では，賃金をともなう長期ケア（LTC）
に従事する介護労働者の就労環境（雇用，賃金など）
について，加盟国のデータをもとに国際比較を行って
いる（OECD 2023）。本節では，まず介護労働者の雇
用と賃金の主な特徴について，OECD 統計に基づい
て簡単に概観する。

１　雇用と働き方
　まず，長期ケアに従事する介護労働者（LTC workers）
の割合についてみると，2021 年（もしくは直近の年）
の段階で，OECD 諸国（34 カ国）の雇用全体に占め
る割合は 1.86％であり，2011 年の 1.66％と比べて若
干の増加が見られる（OECD 2023：59）2）。日本は，
スウェーデン（4.7％），ノルウェー（4.1％）の北欧諸
国についで 3.6％であり，国際的に見れば，高齢化が
一早く進んだ国として，長期ケアに従事する労働者の
割合が比較的高い国に位置づけられる。
　長期ケア（LTC）部門で働く労働者は，統計上は
ケ ア ワ ー カ ー（personal care workers） と 看 護 師

（nurses）の 2 つに主に分類される（OECD 2023）3）。
LTC に従事するケアワーカーや看護師の働き方につ
いてみると，夜間や休日の時間帯に働く頻度が他の労
働者と比べて高いことが，統計から示される（OECD 
2023）。具体的には，OECD 諸国平均で見ると，LTC
従事者の約 36％が，日常的もしくは月に数日程度の
頻度で夜間業務に従事している（労働者全体では約
14％）。
　また，介護労働者の男女比率に注目すると，女性の
割合は OECD 平均（2021 年）で 88％を占め，非常に
高い値であり，医療従事者（75％），清掃員（74％），
一般事務職（71％）と並んで女性割合が高い職業であ
る（OECD 2023：133）。日本は，OECD 加盟国の中
ではケアワーカーの女性比率が低い国として特徴づけ
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られるが，それでも 78％と高い 4）。
　Folbre（1995）は，介護分野で女性労働者の割合が
高い理由として，（i）統計的差別 5） などを背景に他分
野の職業で雇用主が男性労働者を中心に採用を行う傾
向があること，（ii）国や社会の規範に影響を受けて女
性自身が「自然に」ケア部門の職業を選好しているこ
と，などを指摘している。重要な点は，女性の選択は
一見すると「自然に」なされているが，それは，地域
社会における伝統的な「男性稼ぎ手モデル」などの社
会規範が家庭や初等教育を媒介して影響を与えている
点にある（Seehuus 2021；OECD 2023）6）。
　そのほか，LTC 部門では，パートタイムなどの雇
用形態が他部門と比べて多い点や，女性の労働力が多
い一方で女性の管理職の割合が少ない点などが特徴と
して挙げられる（Mas and Pallais 2017）。たとえば，
米国の LTC 部門の管理職のうち，女性が占める割合
は 20％にすぎない（OECD 2023）。

２　賃　金
　OECD 統計によると，ケアワーカーの 2018 年時点
の平均時給（OECD 平均）は，施設型で労働者全体
の平均時給に対して 71％，訪問型で 67％であり，い
ずれも低位な水準にとどまる（OECD 2023：65）7）。
OECD（2023）で実施された賃金関数の推計によると，
ケアワーカーの時給は，年齢，学歴，性別などの属性
を考慮した上でなお，全職種平均よりも 12％低い。
背景には，LTC 部門の労働者が，多くの国で労働条
件の改善に向けた交渉力を十分に持たない点が挙げら
れる。非申告労働（undeclared work）や自営業など
既存の労働協約の範囲から外れた形態で働く労働者も
多く，実際の平均的な収入はさらに低い可能性もあ
る。また，家庭内での無償の介護が，主に女性によっ
て担われてきたことも，LTC 部門の労働市場（雇用・
賃金）に多くの影響を及ぼしている（OECD 2023：
138）。
　一方，LTC 部門で働く看護師の賃金は，同じく
LTC 部門で働くケアワーカーの賃金よりも OECD 平
均で 4 割ほど高い。ただし，病院などの医療部門に勤
務する看護師の賃金水準と比べると平均して約 10％
低く，専門的な職業でありながら，賃金の中央値は経
済全体の平均賃金とほぼ等しい水準にとどまる

（OECD 2023：68）。
　England, Budig and Folbre（2002）は，仕事が主

に女性によって担われている場合に，その仕事が過少
評価され，賃金が低くなる傾向が見られる理由とし
て，固定的な価値観によるジェンダー・バイアスの存
在を指摘した。ここでの価値観とは，女性の割合が高
い職業で必要とされるスキルは，女性にとって「生
来」のもので，特別な教育・訓練を必要としないとい
う価値観を表している。このような価値観は，介護
サービスに対する金銭的な対価を市民が受け入れるイ
ンセンティブにも影響を及ぼす（Bailly, Devetter 
and Horn 2013；Harris 2022）。
　また，LTC 部門では，外国人労働者の占める割合
が 2021 年（または直近の年）で 26％と全産業の 20％
と比べて高い。OECD（2023）によると，過去 10 年
間（2011～2021 年）でデータが入手可能なほぼ全て
の国で，LTC 部門における外国出身の労働者の雇用
割合が大きく増加（OECD 平均で約 5 ポイントの増
加）している。LTC 部門の外国人労働者は，出身国
で看護師など医療系の専門的資格を有していても，資
格や学位が適切に評価されず，ケアワーカーとして働
くケースが多い（OECD 2023：141-143）。
　さらに，低賃金の理由を別の観点から説明した事例
として，「補償賃金仮説」に注目した Palmer and 
Eveline（2012）や，適切なケアのためにはケア提供
者の一定の自己犠牲が必要となる点を論じた Brekke 
and Nyborg（2010）の研究が挙げられる。これらの
研究は，賃金が高くなりすぎると，ケア自体に対する
動機が低い人が集まり，かえってケアの質が低くなる
側面を指摘する。しかし，介護労働者の低賃金を説明
するこれらの考え方には，さまざまな問題点が指摘さ
れている（OECD 2023）。第一に，LTC 部門の賃金
が低いことにより，スキルと意欲のある労働者が他の
産業部門で働くことを選択するので，結果として，ケ
アの質が損なわれる可能性がある（Austen et al. 
2016）。第二に，受け取る金銭的報酬（賃金など）や
その他の非金銭的な報酬（やりがい，精神的な喜びな
ど）が自分の仕事量に十分に対応していないと感じる
ケア提供者は，仕事への関与を減らすことでバランス
をとる可能性がある。これは結果として，ケアの質の
低下をもたらす（Heponiemi et al. 2011）。第三に，
介護の分野で質の高いケアを行うためには，感情的な
スキルだけでなく，他のスキルの獲得も重要である点
が軽視されている。第四に，利他的な感情に動機づけ
られた介護従事者ほど「燃え尽き症候群」など健康上
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の問題に直面する確率が高く，離職率も高い傾向が確
認されており，自己犠牲を伴う労働は良質なケアの妨
げになる可能性がある（Dill, Erickson and Diefendorff 
2016）。

Ⅲ　家族による介護

　有償のケア労働（paid care work）の動向を考察す
る上で，家族・親戚による無償のケア（unpaid care 
work）の存在は無視できない。2010 年代半ばの統計
によると，OECD 加盟のヨーロッパ 18 カ国では，50
歳以上の人口の 10％が，何らかの形で長期ケア（介
護）の責任を担っており，今後さらなる増加が予測さ
れている（Urwin et al. 2023）。Schmitz et al.（2022）
は，EU 諸国における家庭内の主たる介護者の特徴と
して，女性や社会経済的地位（SES）下位層の割合が
高い点を指摘した。
　OECD（2020a）は，2010 年代前後（2009～2018 年）
の各国データをもとに，男女別にみた生活時間の配分
の違いを調べた。その結果，有償労働（主に仕事）は，
OECD14 カ国の全てで平均的に男性の労働時間の方
が長い一方，無償労働（家事・買い物・ケアなど）は，
女性の労働時間が長いことがわかった。OECD 全体
としては，無償労働時間の男女比（女性／男性）は約
2 倍であり，日本（5.5 倍）と韓国（4.4 倍）は突出し
て高い。現在も，ケアを含め家庭での無償労働の大部
分が女性によって担われている（OECD 2020a）。
　日本における家族による長期ケア（介護）の男女間
の格差を確認するため，著者が「日本家計パネル調査

（JHPS）」（慶應義塾大学パネルデータ設計・解析セン
ター）の 2021 年の個票データを用いて行った推計に
よると，「あなたは現在，同居している方や同居して
いない親族に対して，介護・介助をしていますか」と
いう設問に対して「している」と回答した者の割合は
男性と女性で約 7％とほとんど差がないことがわかっ
た。しかし，女性の方が介護に従事している者の平均
年齢が約 3 歳若く（男性 59.6 歳，女性 56.6 歳），週あ
たりの平均的な介護時間が男性の 2 倍以上となってい
た（男性 5.9 時間，女性 14.1 時間）。また，「家族・親
族に介護・介助をしている 50～70 歳」について就業
形態別（無業含む）に平均介護時間を計算しても，全
ての就業形態で女性の介護時間が長くなっていた。
　福祉国家におけるジェンダーについて論じた深澤

（1999）は，（i）従来の福祉国家が，家庭内での世帯

員の世話を女性の責任・役割とし，女性の無償労働を
前提として構築されてきたこと，そして，結果的に，

（ii）男女間の市場労働と無償労働の分業体制が，資源
配分などの男女間格差を規定するメカニズムとして作
用している点を指摘している 8）。

Ⅳ　ケア提供者のウェルビーイング

　これまでの節で長期ケアに従事する労働者や家族を
介護する人々の特徴について，OECD 統計などをも
とに論じてきた。人口の高齢化が進み，長期ケアにさ
まざまな形で関与する人々が増加しているが，ケア
ワークが人々のウェルビーイングに与える影響は多面
的である。ケアワークへの関与は，ケアの受け手との
交流を通じて人生の充実感や生きがいをもたらし，
ウェルビーイングの向上に寄与しうる 9）。しかし，現
実のケアワークは，身体的・精神的にさまざまな困難
をともない，ウェルビーイングを低下させてしまう側
面を持つ（OECD 2020b）。実際のデータに基づき，
ケア提供者のウェルビーイングの特徴を分析すること
は，必要な政策対応を検討する上でも意義がある。
　ケア提供者の主観的なウェルビーイングについて検
討した実証研究は，既に多数蓄積されており，一般
に，長期ケアに従事する者は，働き方がフォーマルな
形態かインフォーマルな形態かによらず，メンタルヘ
ルスが低調で生活満足度が低い傾向にある（Bauer 
and Sousa-Poza 2015；de Zwart, Bakx and van 
Doorslaer 2017；Bom et al. 2019）。特に高齢の家族
の介護者は，仕事と家族の両立の困難や雇用や収入の
不安定化が，ウェルビーイング悪化の要因となる

（Walker and Allen 1991；Wakabayashi and Donato 
2006；Schmitz and Westphal 2017）。
　大規模データを用いた近年の研究として，Ruppanner 
and Bostean（2014） や Wagner and Brandt（2018）
の研究が挙げられる。Ruppanner and Bostean（2014）
は，2004 年の欧州社会調査（European Social Survey）
の個票データ（22 カ国の約 4 万 1000 人のデータ）を
もとに，ケアワーク提供者のウェルビーイング

（WHO-5 Well-being Index を用いて測定）の特徴を
検証した。同研究は，Eurobarometer や OECD の国
際統計も活用し，国レベルの変数（高齢者向けや家族
向け社会支出の規模（対 GDP 比），同居家族の介護
に対する考え方など）がケアワーク提供者のウェル
ビーイングに与える影響やその男女差に注目している
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点に特徴がある。マルチレベル分析による推定結果か
らは，①ケアワーク提供者は，一般に主観的ウェル
ビーイングが低いが，高齢者向け社会支出の水準が高
い国では，男女ともにウェルビーイングの水準が改善
される，②家族内の要介護者に対して同居家族が介護
を行うことへの支持が高い国では，女性のケアワーク
提供者のウェルビーイングが低い，などの傾向が確認
された。
　Wagner and Brandt（2018）は，EU11 カ国の 138
地域に住む約 2 万 9000 人の個票データをもとに，介
護提供者のウェルビーイングの要因に注目した研究で
ある。同研究は，地域のフォーマルケアの水準が配偶
者を介護する者のウェルビーイングに与える影響につ
いてマルチレベル分析で検証し，結果として，生活満
足度，孤独感などから測定した介護者のウェルビーイ
ングは，地域のフォーマルケアの利用可能性（高齢者
人口あたりの介護施設数，LTC 用ベッド数などで測
定）と正の相関が見られた。
　日本でも介護者の主観的なウェルビーイングや健康
状態を分析した実証研究として，川本ほか（1999），
安田・近藤・佐藤（2001），黒岩ほか（2021），横山ほ
か（2023），池田（2023）などの研究が蓄積されてい
る。横山ほか（2023）は，訪問リハビリテーションや
通所リハビリテーションの併用が，主介護者の介護負
担感に与える影響を分析し，通所リハや訪問リハを通
じた介護者自身の動作能力の向上が介護負担感の軽減
につながる点を指摘した。一連の研究は，国・地域の
フォーマルケアの水準は，介護を実際に受ける人だけ
でなく，介護者にとっても重要な役割を持ち，介護
サービスが家族のケアと相互に補完的な役割を担いう
る点を示唆している。

Ⅴ　おわりに

　本稿では，OECD 諸国における介護従事者の就労
環境を踏まえ，介護従事者のウェルビーイングの水準
に着目した考察を行った。
　先行研究によると，一般に，国・地域レベルで制度
的に確保された介護サービスが利用しやすい環境下で
は，家族・親戚の介護者はケアの提供に対するプレッ
シャーが少なくなり，ケアがウェルビーイングに及ぼ
す負の影響は緩和される。一方で，家族介護に代わる
選択肢が少ない状況では，女性が男性よりも家族介護
の責任を多く引き受ける傾向があり，男性よりもウェ

ルビーイングが低下する（Ruppanner and Bostean 
2014；Wagner and Brandt 2018；Schmitz et al. 
2022）。
　また，平等なアクセスの保障に長期ケアシステムの
重点を置く国（デンマークやフランスなど）では，
フォーマルケアへのアクセスや利用について社会経済
階層間での格差が実際に小さいが，対照的に，家族な
どのインフォーマルケアに対する現金給付プログラム
などに重点を置く国（イタリアやドイツなど）では，
社会経済階層間でフォーマルケアの利用格差が大き
く，ウェルビーイングの格差に結びついている

（Albertini and Pavolini 2017；Schmitz et al. 2022）。
　これらの点を踏まえると，長期ケアの供給におい
て，家族，市場が果たす役割は大きいものの，公共部
門の財源・制度（介護保険制度など）を軸とする介護
サービスへのアクセスの保障は，主たる介護者，被介
護者，それらを取り巻く家族のウェルビーイングの改
善に向けて重要な論点となる 10）。
　Kittay（1999）は，「公的分野にケアの倫理を取り
入れるには，依存とケアの必要性を認める，社会的な
基本財と協働の構想が必要である」とし，ドゥーリア

（doulia）と呼ばれる公的な互酬性の概念を提示した。
ケアの担い手も含め，人間全体が必要なケアを受け取
れる社会が構築されることで，初めて，ケアの担い手
は「強制的な利他主義」と呼ばれるある種の搾取的な
構造にさらされず，依存者に対する責任を果たすこと
が可能となる（Kittay 1999）。そのためには，ケアの配
分に関する保障の議論だけでなく，「誰がケアを実際
に行うのか」というケア責任の配分が，民主的な意思
決定のもとでなされなければならない（Tronto 2015）。
　最後に，介護従事者のウェルビーイングに関する研
究の今後の展望について論点を整理したい。第一に，
複数の次元からウェルビーイングを計測し，ケア労働
の評価を動態的かつ多面的に行うことが必要である。
先行研究の多くは，主観的ウェルビーイングを測定す
る際，幸福度のように調査対象者自身が自らの生活を
評価する形式の変数を採用している。しかし，ウェル
ビーイングにはさまざまな概念があり，注目する次元
によってケアワークの評価が異なる可能性がある 11）。
実際，イギリスの Time Use Survey を用いた Urwin 
et al.（2023）の研究は，介護の提供者は，他者と比
べ経験上のウェルビーイング（experienced well-
being）12） の水準が若干ながら高い点を指摘している。
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 1）西沢（2015：3）参照。OECD は，医療保健分野のマクロ
統計として加盟国の「総保健医療総支出」を公表しており，
同統計で LTC 分野の各国の支出規模が把握できる。同統計
は，SHA2011 と呼ばれる国際基準に基づいて各国で推計さ
れているが，実際には，各国固有の事情により，各国間で集
計される支出範囲に一定の差異がある（国立社会保障・人口
問題研究所 2021）。本稿では，「LTC：Long term care」の
訳として主に「介護」を使用するが，OECD の国際統計を
主に参照しているため，必要に応じて「長期ケア」やそのま
ま「LTC」の語句を使用する。総保健医療支出統計の LTC
分野の特徴については，西沢（2015, 2022）を参照。

 2）LTC 従事者の抽出は，国際標準職業分類（ISCO-08）の小
分類と欧州共同体産業分類（NACE）の中分類に基づく。

 3）ケアワーカーと看護師の詳細な定義は，OECD（2023：
51-53）参照。ただし，ケアワーカーと看護師が行う業務の
範囲は，各国で大きく異なる。ノルウェーなどいくつかの国
は，ケアワーカーの仕事範囲を日常生活動作（ADL）のサ
ポートのみに制限しているが，スウェーデン，カナダ，日
本，韓国などの国では，ケアワーカーがより広範な業務を遂
行している（OECD 2020b, 2023）。

 4）Yamada and Ishii（2021）は，日本の『就業構造基本調
査』をもとに，男性のケアワーカーの割合が過去 15 年間

（2002～2017）で増加しているものの，同期間に 60 歳以上の
女性のケアワーカーの数は 12 倍に増加し，介護従事者の高
齢化が進んでいる点を指摘している。

 5）統計的差別の理論については児玉（2017）を参照。
 6）Li, Urakawa and Suga（2023）は，「性別役割分業」など

の社会規範と女性の労働参加の関係について日本と米国の個
票データを用いて検討している。

 7）日本では，介護保険制度の下での介護報酬単価の設定が，
介護労働者の賃金水準に大きな影響を与えている（埋橋 2010）。

長期ケアの活動はときに 10 年以上にわたるため，ケ
ア介護者のウェルビーイングに基づくケアワークの評
価にも配慮が求められる。
　第二に，上記の点に十分に留意した上で，ケアワー
ク提供者のウェルビーイングの情報をもとに，市場経
済と非市場経済の双方の分野におけるケアワークの経
済価値の推計を進める必要がある。既に海外では，van 
den Berg and Ferrer-I-Carbonell（2007），van den 
Berg, Fiebig and Hall（2014）などの研究が，家族に
よる介護などインフォーマルケアの貨幣的価値をウェ
ルビーイング関数を用いて推計しているが，公共部門
によって制度的に確保されたフォーマルケアが地域社
会にもたらす外部効果の計測など，経済価値の評価対
象がさらに包括的なものとなることに期待がかかる。
　介護従事者の主観的なウェルビーイングに関する研
究は，市場経済と非市場経済の関係を含めた現行の社
会システムに付随する問題を発見し，見直す契機を与
える。このことは，ケアの責任の配分に関する政治的
な意思決定のあり方を含め，より望ましい社会の構築
に向けて重要な知見を提供するものと言える。

日本介護クラフトユニオンが実施した「2021 年賃金実態調
査報告書」によると，2021 年 8 月における日本の介護従事
者の月額平均賃金は 26 万 5216 円で，全産業平均賃金（30
万 7700 円）と比べて約 4 万円低い。ただし，同調査の回答
者は実施主体の組合員に限られる。

 8）ただし，一方で深澤（1999）は，福祉国家には女性の解放
にむけた「潜在力」が内包されている点を指摘している。深
澤（1999）の議論の詳細は，森川（2004）を参照。

 9）Walker and Allen（1991） は， 社 会 的 交 換 理 論（social 
exchange theory）を踏まえ，介護者と被介護者の関係改善
を通じた介護のポジティブな側面を指摘している。

10）介護保険制度の導入に関する経済理論的な考察は，
Klimaviciute and Pestieau（2023）のサーベイを参照。

11）主観的ウェルビーイングには，主に（1）評価法，（2）ヘ
ドニック法，（3）エウダイモニア法の 3 つの異なるアプロー
チによる計測手法がある。エウダイモニア法は，個人の生活
全般に対する主観的な評価やその時折の快楽・苦痛といった
主体的な感情を超えて，「人生において意味や目的・為しえ
たことなどがあるか」に価値を置く計測手法である（Clark 
2016）。

12）一般に，Experienced well-being は，1 日の内でその時々
の瞬間的な感情をもとに計測されるウェルビーイングをさ
す。詳細は，Kahneman and Krueger（2006）を参照。
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